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── はじめに
中国１）は建国の早い段階から国際旅行に一定の関心を寄せてきた。例えば、中国全土に
最大のネットワークを持つ国際旅行社総社は、1954 年 4月に周恩来（政務院総理）の主導
によって北京で創設され、その年のうちに上海、天津、広州等 12の都市で支社が開設され
ている。しかしながら、改革開放以前の中国では、国家事業と無関係な遊興目的のツーリ
ズムは軽視され、交通機関による移動や宿泊施設の確保も容易でなかった２）。1964 年 7月
に国家旅遊３）局の前身である中国旅行遊覧事業管理局が創設され４）、中国のツーリズム産
業は新たな時代を迎えることとなったが、当時、対外的な招聘には国際旅行社総社のブラ
ンドを用い、国内の事業管理については中国旅行遊覧事業管理局の職能を行使するという
複合的な管理体制になっていた。
改革開放以降、中国は外国人ツーリストの受け入れによる外貨獲得、新たなサービス事
業の創出と雇用の拡大のため、次第にツーリズムの推進に力を入れるようになる。外国人
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中国の旅行遊覧法
旅遊と旅遊者の概念を中心に
小林正典 KOBAYASHI Masanori
── はじめに
1 ── 旅遊の概念
2 ── 旅遊法の適用範囲と旅遊者の概念
3 ── 旅遊法の権利義務条項にみる旅遊者の概念
── むすびにかえて
【要旨】ツーリズムの進展に伴う諸問題の解決のための統一的な法律として制定された中
華人民共和国旅遊法は、人々の権利意識の高まりに合わせて旅遊者の権利利益を保護する
条項を規定する一方、旅遊者に義務を課す条項も盛り込んでいる。同法には旅遊と旅遊者
の定義がなく、その範囲については広狭に解釈することが可能であり、旅遊経営者と取引
関係にない旅遊者の権利利益の保護について実効性を確保する条項も設けられていない。
旅遊と旅遊者に関する条項を総合的に解釈すると、同法の主な狙いは、ツーリズムを楽し
む者の権利利益の保護に比重をおくというよりも、むしろ旅遊者の権利利益の保護を大義
に商業道徳を逸脱した経済活動を規制することで取引秩序の安定をはかり、旅遊者の道徳
的啓蒙によって国内的に社会秩序の安定を保ち、中国人旅遊者のマナー向上によって世界
の国や地域からの批判を回避する点にあると解される。
ツーリストの受け入れに重点が置かれていたツーリズム産業も、やがて中国の経済状況が
安定し、国内の富裕層が楽しむようになると国内向けのツーリズム市場が成長し始め、中
間所得層でも楽しむことができる段階に至って、この産業は中国の主要産業の一つへと変
貌した。1999 年 1月には国際旅行社総社が国家旅遊局から切り離されて中央が直接管理す
る企業となり５）、最近では外国に出かける中国人が増加し、ツーリズム関連のビジネスは
拡大の一途を辿っているが、その一方で悪質な事業者やガイドも目立つようになり、統一
的な法律の制定によって規制を望む声も高まってきた。
このような背景の下、2013 年 4月 25 日に「中華人民共和国旅遊法」が第 12期全国人民
代表大会常務委員会第 2回会議で採択され、同日に中華人民共和国主席令第 3号として公
布された。同法は同年 10月 1日から施行され、中国のみならず中国人ツーリストが往来
する近隣諸国のツーリズム産業に大きな影響を与える結果となった。日本でも同法の翻訳
文が複数公表されているが、その内容を読み込むと、少なからぬ問題点や疑問点が浮かび
上がってくる。紙面に限りがありそれらをすべて明らかにはできないので、本稿では、同
法が規定する「旅遊」と「旅遊者」の概念に限定し、若干の考察を試みることとする。
１ ── 旅遊の概念
（１）旅遊の字義
「旅行」、「観光」、「観光旅行」の言葉がいつ頃から使われるようになったのかは定かでな
いが、日本６）の他、韓国と台湾７）では英語の「tourism」や「travel」を意味する言葉として
一般に用いられているとともに、法令や行政機関の名称にもなっている。しかしながら、
中国、香港、マカオで一般的に通用するのは、日本で馴染みの薄い「旅遊」という言葉で
あり、行政機関もこの言葉を名称として使っている８）。
とはいえ、中国で「旅行」、「観光」という言葉が全く使用されないわけではない。「旅
行」については、中国が建国された 1949 年 10 月 1日から 2週間余り経った同月 18日に
福建省の廈門� � �で設立された「中国旅行社」にその名称を確認することができる９）。1996 年
10 月 15 日に公布、即日施行された「旅行社管理条例」でも「旅行社」の名称が使用され
ており、これを抜本的に改正して 2009 年 5月 1日に施行された現行の「旅行社条例」で
も「旅行社」は「旅遊社」に改められていない。また、香港の代表的なツーリズム法令の
名称は「旅行代理商條令」であり、マカオでは「第 42/2001 號行政法規（修改旅行社導職
業的規範）」と題されていて、いずれも「旅行」の言葉が使われている。この他、インター
ネットを利用して交通機関や宿泊先の予約をするサイトがこれらの地域で一般に「旅行網」
と称されている等、移動と宿泊を意味する言葉として「旅行」は現在でも使われている。
一方、今日の中国で「観光」という言葉は、主に名所旧跡の参観の意で使われる場合が
多く、日本の「観光」に比べると空間的移動の意味合いが弱い感がある。中国で「観光」
の言葉は、「遊覧観光」「旅遊観光」「農業観光」「観光巴士（バス）」というように他の関連
0 7 2
中国の旅行遊覧法◎小林正典
する語句と組み合わせて使用される傾向があり、「旅遊」に比べるとツーリズムの意を表現
する言葉として用いられる頻度が少なく、「観光学」や「観光地」といった言葉の使い方も
一般的ではない 10）。また、香港では「國際華商觀光協會」、マカオでは「觀光塔」といった
固有名詞に「観光」の言葉の使用を見ることができるが、これらの地域でも「観光」はツ
ーリズムに代わる言葉として一般的に使われているわけではない。
最近の中国でしばしば使われる「旅速遊緩」（移動時間を短くし、遊興時間を増やす）とい
う新しい成語から知りうるように、本来、「旅」は別の場所への移動を、「遊」は見学しな
がら散策することを意味する。「旅行」と「旅遊」は厳密にいうと同じでなく、この点につ
いて「旅遊は動機を内包するものであり、旅行と遊覧の統一体である。そして旅行とは、
何らかの動機を満たすための一般的な空間移動の過程にすぎない。したがって、旅遊は常
に旅行であるが、旅行は必ずしも旅遊ではない。旅遊者は同時に旅行者であるが、旅行者
は旅遊者とは限らない。漢語で『旅遊』は『観光』とも称されるが、厳密にいうと、観光
の意味は遊覧に近い」11）との見解もある。
このように、日本の「旅行」や「観光」と中国の「旅遊」とは、言葉の意味と使い方の
点で基本的に異なるものである 12）。なお、日本の影響を受けながらツーリズムを発展させ
てきた台湾の場合、「旅行」や「観光」の言葉が使われているが、中国との関係が緊密にな
るにつれ、最近では中国の表記に合わせて「旅」の言葉の使用も増えている。
現在の中国では、「旅遊」の字義について「旅行と遊覧の２種類の活動の有機的な統一で
ある」13）との見解に代表されるように、「旅行」と「遊覧」（見物をして歩くこと）を組み合
わせたものとして理解するのが一般的であり、中国の『現代漢語詞典（第 5版）』14）で「旅
遊」の語意を調べてみても「旅行遊覧」の意と解説されている。既述の通り、国家旅遊局
の前身の機関は中国旅行遊覧事業管理局であり、名称変更後は「旅行」と「遊覧」を短縮
した「旅遊」の形で表記されている点を勘案すると、少なくとも法令や行政における「旅
遊」は、もともと「旅行遊覧」として用いられていた言葉を短縮したものと考えられる。
（２）旅遊の概念
「旅遊」の概念については、旅遊法の概説書の中で「レジャー、娯楽、遊覧、休暇、親族
友人訪問、医療療養、購買、会議参加、又は経済、文化、体育、宗教活動への従事のため
に、常居所を離れて他の地域に至り、継続して停留する時間が 12ヶ月を超えることなく、
かつ主な目的が従事する活動を通じて報酬を得る行為ではない自然人の行為」15）と解説す
る記述がある。このような「旅遊」の定義については、UNWTO（国連世界観光機関）の
Tourism Satellite Account（TSA）: Recommended Methodological Framework（RMF）2000 におけ
る「Tourism」の定義 16）との関連性を見出すことができる。しかしながら、別の解説書では
「世界旅遊組織だけが旅遊者〈��〉に対して定義を設けているが、それは統計科学の範疇に属する
ものであり、一般大衆の旅遊に対する認知と理解との間に一定の隔たりがあり、直接それ
を旅遊の定義とし、現行の法律の中に体現するのは、はなはだ不適切である」17）として、
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UNWTOの定義に異議を唱えるものもある。このように、中国では「旅遊」の概念が学術
的に必ずしも定まっているわけではない。とはいえ、一般的にはツーリズムに替わる言葉
として「旅遊」が広く使用されている。
中国で「旅遊」という言葉が日常用語として定着するにつれ、「旅遊鞋」（スニーカーの意）
のようにツーリズムを比喩的に使った言葉 18）も見られるようになった。しかしながら、本
稿では、あくまでも「中華人民共和国旅遊法」に対象を絞って、ツーリズムに関する「旅
遊」の概念を考察することとする。なお、当該法律の名称にいかなる日本語訳を当てはめ
るべきかが問題となってくるが、現時点で確認できる日本語の名称としては、「旅行法」19）
の他、「観光旅行法」20）と訳すものがある。前者については、日本の「旅行」と中国の「旅
遊」の意味に差異がある点に鑑みると、日本語で「旅行法」と訳出するには違和感が残る。
同法の適用範囲については、「本条で列挙した旅遊活動の形式は、見本市・展示会、出張等
の旅遊形式を含むとともに、旅遊市場に絶えず現れるかもしれないその他の新しい旅遊形
式をも含むものとして理解しなければならない」21）として商用目的の旅行も「旅遊」に含
める解釈がある。これに依拠すれば、後者の「観光旅行法」の日本語訳では適用対象が観
光を目的とする旅行に限定される感があるので狭いともいえる。
中国で「旅遊」の言葉は「観光を目的とする旅行」に限定されず、「商用と観光の両方を
包括する旅行」として使用される傾向があり、「tourism」の訳語として定着している。一方、
「tourism」に適合する用語が見当たらない日本では 22）、中国の「旅遊」に適合する訳語を見
つけるのも容易でなく、「観光」、「旅行」、「観光旅行」と訳したとしてもそれは正確とはい
えない。
「旅遊」を「旅行」と「遊覧」を組み合わせた言葉として理解するならば、法律の名称の
日本語訳としては「旅行遊覧法」とするのが本来の字義に近いであろう。日本の『広辞苑
（第 6版）』は、「遊覧」の意味を「①遊びながら見ること。②見物してまわること。ものみ。
遊山」と解説する。しかしながら、今日、日本で「遊覧」の言葉は何らかの「乗り物」に
付随して使われることが多いので、条文中で頻繁に登場する「旅遊」の言葉の全てを日本
語で「旅行遊覧」に置き換えると、逆に条文の内容が原文から乖離することも懸念される。
したがって、本稿では参考文献と脚注を除き、これ以下本文において「旅遊」を原語のま
まかぎ括弧を外した形で使用する。
２ ── 旅遊法の適用範囲と旅遊者の概念
（１）旅遊法の立法化の背景
市場経済化が進展する中国では、ツーリズムを楽しむ人口が増加し、これに呼応するよ
うに種々のツアー商品が登場したが、同時に各地で様々な問題も生じるようになった。と
りわけ、旅行会社がツアーの催行にかかるコスト以下の価格でパックツアーを組み、ツア
ーガイドには正規の報酬を払わず、ツアー客の買い物から得られるリベートを収入源とす
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る「零負団費」23）の形態は、市場競争が激化する中国社会の負の部分を象徴する現象であ
る。ここで典型的な「零負団費」の例をみてみよう。
［案例］
「900 元 24）で昆明、大理、麗江、往復航空機で６日間のツアー。三つの土産物、強圧的
な購入無し。」この広告に引き寄せられて、浙江の張氏は直ちに申し込み、安心のため
に彼は旅行社と契約を結んだ。ところが、飛行機が昆明に到着すると、すべて変わっ
てしまった。ツアーの一行がバスに乗って麗江に向かうと、風景を見ることなく再び
昆明に連れ戻され、買い物の行程はここから幕を開けた。螺旋藻、銀製品、翡翠玉製
品、茶葉店、精油店等々、契約の際に白い紙に黒字で書かれた「三つの土産物」は、
否が応でも十個になってしまった。ガイドはまだ数個買い足りないツアー客に事情聴
取して「あなたたちはどうしてこうなのか？　もっと買い物をしろ！　買わないのな
ら戻れると思うな！」と告げた。このように 6日間の「ツアー」は 6日間の「ショッピ
ング」に変わってしまい、ツアー客 26人全体の消費総額は 20万元 25）を超過した 26）。
このような「零負団費」とそれに付随して発生する問題、例えば、観光地の入口では入
場券の価格を好き勝手につり上げる、悪質な業者やガイドは度々規制してもなくならない、
違法な観光用の営業車両は効果的に規制することが難しい等 27）に鑑みて、法規制で悪質な
業者やガイドを排除し、旅遊者の権利利益を擁護するために、統一的な旅遊法が制定され
るに至った 28）。このような経緯から、旅遊法はいわゆるパックツアーに参加する者の権利
利益を擁護するための条項を数多く設けているが、その前提条件としては、旅遊者が同法
111 条 1項 3号で定義される包括旅遊契約を締結していることが必要となる。
（２）旅遊法の適用範囲
中国では、「中華人民共和国旅遊法」を「Tourism Law of the People's Republic of China」と英
文表記する文献 29）が広く頒布されている点に鑑みると、同法が基本的にトラベルではなく
ツーリズムに関する法律であることがうかがえる。
しかしながら、同法は旅遊市場秩序を規範化することを立法趣旨の一つとする（同法 1
条）ものの、条文中に旅遊とは何かについての定義規定を設けていない。代わりに、同法 2
条は「中華人民共和国境域内 30）の及び同国境域内で組織 31）された境域外 32）の遊覧、休暇、
レジャー等の形式の旅遊活動並びに旅遊活動のために関連サービスを提供する経営活動に
は、本法を適用する」と規定する。
この条文を解釈すると、同法の適用対象となる旅遊活動は、旅遊活動の空間的範囲から
みて、①中華人民共和国境域内の活動、②中華人民共和国境域内で組織された境域外の活
動、に大別することができる。また、活動の性質に着目するならば、①遊覧、休暇、レジ
ャー等の形式の旅遊活動、②旅遊活動のために関連サービスを提供する経営活動に分ける
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ことができる。換言すると、前者は旅遊者の旅遊活動、後者は旅遊経営者の経営活動を対
象とする点に違いがある 33）。ここで「遊覧、休暇、レジャー等の形式の旅遊活動」は、既
述の通り商用での旅行を排除するものではなく、「見本市・展示会」「出張」等の旅遊形式
を包括するとともに、旅遊市場に絶えず登場する可能性がある新たな旅遊形式も含むもの
と解されている 34）。
なお、既述の同法の日本語訳の中に、旅遊法の「境域内」を「国内」、「境域外」を「国
外」または「海外」とするものが見られるが、これらは正確ではない。「中華人民共和国出
境入境管理法」の 89条 1項は、「出境とは、中国の内地から他の国家又は地区に出かける
こと、中国の内地から香港特別行政区及びマカオ特別行政区に出かけること、中国大陸か
ら台湾地区に出かけることを指す」とし、同 2項で「入境とは、他の国家又は地区から中
国の内地に入ること、香港特別行政区及びマカオ特別行政区から中国内地に入ること、台
湾地区から中国大陸に入ることを指す」と規定する。この他、「中国公民出国旅遊管理辦
法」では、「出国」と「出境」の用語が使い分けられている。これらを勘案すると、旅遊法
における「境域外」とは中華人民共和国以外の国や地域だけを指すのではなく、台湾地区、
香港特別行政区、マカオ特別行政区も含むものである 35）。
（３）旅遊者の定義
旅遊法は第 10章の附則で「旅遊経営者とは、旅行社、観光地及び旅遊者に交通、宿泊、
飲食、買物、娯楽等のサービスを提供する経営者をいう」（同法 111 条 1項 1号）と明示し、
観光地については同 2号で「旅遊者に遊覧サービスを提供し、明確な管理境界線を有する
場所又は区域を指す」と定義する。旅行社については、旅行社管理条例が「旅遊者の募集、
組織、添乗等の活動に従事し、旅遊者に旅遊に関連するサービスを提供し、国内旅遊業務、
入境旅遊業務または出境旅遊業務を展開する企業法人を指す」（同条例 2条 2項）と規定す
る。旅遊経営者については、これらの定義条項から範囲がある程度限定されるものの、旅
遊者がいったい誰を指すのかについては、同法の中で定義条項が設けられていない。旅遊
商品とサービスの消費者たる旅遊者を保護する条項が同法の中で大半を占める点からする
と、旅遊経営者と包括旅遊契約を締結した者が旅遊者に含まれることはいうまでもなく、
同法 1条も旅遊者と旅遊経営者を一対として、その合法的な権利利益を保障するために当
該法律が制定された旨を明示する。なお、旅遊者に関する独立の章を第 2章に設けた点に
ついては、同法が「中国共産党と中国政府の『以人為本』36）、すなわち旅遊者と旅遊経営
者の合法的権利利益のバランスを図る前提の下、旅遊者の合法的な権利利益を重点的かつ
優先的に保護する基本原則と立法精神を体現している」37）旨を指摘する見解がある。しか
しながら、後述の通り、同法には旅遊経営者と包括旅遊契約を締結せずに個人で境域内の
旅遊活動（中国でいわゆる「自由行・自助遊」）を行う者も対象とする条項が設けられている
ので、旅遊者の概念を旅遊経営者と取引関係を有する者に限定して解釈するのは妥当でな
い。
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また、同法 2条が規定する「中華人民共和国境域内の及び同国境域内で組織された境域
外の遊覧、休暇、レジャー等の形式の旅遊活動」が旅遊者の活動である点に鑑みると、旅
遊者とはツアーを組織することなく「中華人民共和国境域内の遊覧、休暇、レジャー等の
形式の旅遊活動を行う者」と解釈され、例えばキャンピング装備の自動車を自ら運転して
境域内の各地を巡る自由行・自助遊のツーリストも含まれると考えられる。
つまり、旅遊の空間的範囲に着目して、「中華人民共和国境域内で遊覧、休暇、レジャー
等の形式の旅遊活動を行う者」と「中華人民共和国境域内で組織された境域外の遊覧、休
暇、レジャー等の形式の旅遊活動を行う者」に大別するならば、中国境域内で旅遊活動を
行う者はみな旅遊法の適用対象となるものの、中国境域外で旅遊活動を行う者については
当該旅遊活動が中国内で組織された場合に限って旅遊法の適用対象になるということであ
る。例えば中国境域外での自由行・自助遊の場合、中国内で旅遊経営者と包括旅遊契約を
締結してパックツアーに参加しなければ旅遊法の適用対象にならず、このような個人の出
境旅遊活動はもっぱら出境入境管理法等の関連法規によることとなる 38）。
ところで、中国境域内での自由行・自助遊であっても、外国人に関しては出境入境管理
法の 39条によって宿泊登記の義務が課されている。外国人を対象とするホテルや旅館では
宿泊登記が可能であるが、例えば中国の友人宅で宿泊する場合においては、同条 2項の規
定に従って友人宅を管轄する公安機関で宿泊登記をしなければならず、現実問題として管
轄する公安機関を探すのは容易なことではない。宿泊登記を行わなければ合法的な旅遊活
動にあたらないので、旅遊法による保護の対象となるか否かが問題となるであろう。
旅遊法は、旅遊者の権利利益と義務（以下では「権利義務」と称する）に関する条項を設
けているが、旅遊者の定義条項がないためにその概念が広狭に解釈できるので、誰に対し、
どのような状況において、いかなる権利利益が擁護され、また義務が課されるのかを検討
しておく必要がある。これらの点に鑑みて、以下では、権利義務条項の内容から旅遊法が
想定する旅遊者の概念を浮き彫りにすることを試みる。
３ ── 旅遊法の権利義務条項にみる旅遊者の概念
（１）旅遊者の権利義務条項
まず、旅遊法の関連条項に照らして旅遊者の権利保護条項を整理すると次のようになる。
①旅遊者の自主選択権（自主的に旅遊の商品とサービスを選択する権利、旅遊経営者の強制的
な取引行為を拒否する権利、同法 9条 1項）と旅遊者の知情権（購入する旅遊の商品とサービス
の実情を知る権利、同法 9条 2項）②旅遊者の人格尊厳、民族の風俗習慣及び宗教信仰の尊
重（同法 10条）、③障害者、高齢者、未成年者等が便宜と優遇を受ける権利（同法 11条）、
④旅遊者の救助・保護の請求権（同法 12条）、⑤旅遊者の個人情報の秘密保持（同法 52条）、
⑥公共資源を利用して建設した観光地、公益性のある都市公園、博物館、記念館等の入場
料値上げ規制と無料化推進（同法 43条 2項、3項）、⑦旅遊者の便宜のための入場制限と分
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散措置（同法 45条 2項）、⑧旅遊契約の規範化（同法 57条～75条）、⑨ランドオペレータ
ー・履行引受者に起因する違約の賠償請求（同法 71条）39）。
上記の旅遊者の権利利益の内容については、主に次の四つの分野に区分する見解もある。
①六項目の具体的権利 40）から旅遊者の保護を実行するもの、②政府の旅遊公共サービスに
対し明確な要求を提起し旅遊者の基本的旅遊ニーズを満たすことを強調するもの、③旅遊
経営者とその従業員にかなり厳格な義務を設けて旅遊者の権利利益に対するさらなる保護
を体現するもの、④「消費者権益保護法」と「契約法」を遵守する一般原則の基礎の上で旅
遊活動の特徴に基づき何らかの特殊な的確性を有する旅遊者の権利ある地位を規定するも
の 41）。
また、同法は以下の通り 13条から 16 条にかけて、旅遊者の義務についても規定を設け
ている。①社会秩序及び公共道徳の遵守、現地の風俗習慣、文化的伝統及び宗教信仰の尊
重、旅遊資源の愛護、生態環境の保護、旅遊文明行為規範の遵守（同法 13条）、②紛争の解
決における現地住民の合法的権利利益の加害禁止、他人の旅遊活動の妨害禁止、旅遊経営
者及び旅遊従事者の合法的権利利益の加害禁止（同法 14条）、③旅遊サービス購入・享受時
の健康情報の告知、旅遊活動中の安全警告規定の遵守（同法 15条 1項）、④国家の重大な突
発的事件に対する旅遊活動制限措置・安全防備・緊急対応措置への呼応（同法 15条 2項）、
⑤不法滞在、無断で団体から分離・離脱の禁止（同法 16条）。
同法 13条が規定する内容は、「旅遊活動中に社会公共秩序と社会道徳を顧みず、現地の
風俗習慣、文化の伝統及び宗教の信仰を無視し、現地の住民との間で摩擦や対立を引き起
こし、甚だしくは現地の禁忌に違反し、不愉快な事件を生じる」「一部の名勝旧跡において、
文化財を毀損し、観光資源を破壊する」「むやみにゴミを捨て、樹木に攀じ登り、緑地を踏
み蹴散らし、動物を追いつめて捕獲し、生態環境を破壊する」42）といった行為を禁止する
ものである。
ここで同条項が規定する「旅遊文明行為規範」とは、主に中央精神文明建設指導委員会 43）
辦公室と国家旅遊局が 2006 年 10 月に公布した「中国公民出境旅遊文明行為指南」と「中
国公民国内旅遊文明行為公約」を指すものである。関連する条項は同法 41条 1項にもあ
り、そこではガイド及び添乗の業務活動に従事する者に対し、「職業道徳を遵守し、旅遊者
の風俗習慣及び宗教信仰を尊重しなければならない」、「旅遊者に対し旅遊文明行為規範を
告知し解説し、旅遊者の健全、文明的な旅遊を引導し、旅遊者の社会道徳に違反する行為
を阻止しなければならない」といった内容が規定されている。
（２）広範な旅遊者の概念
旅遊者の権利利益を規定する旅遊法 9条 1項が旅遊経営者との取引を拒否する権利を明
示しており、この他にも旅遊経営者との包括旅遊契約を締結しない旅遊者を前提とする条
項が複数存在する点に鑑みると、権利利益に関する条項から想定される旅遊者の範囲は、
必ずしも旅遊経営者と契約関係にある者に限定されるわけではなく、既述の通りキャンピ
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ング装備の自動車を自ら運転して各地を巡る自由行・自助遊のツーリストも含まれると解
される。ただし、同法が第 9章で規定する法的責任（同法 95条～110 条）は、観光地の法
的責任を規定する同法 105 条と 106 条、旅遊主管部門及び関係部門の職員が監督管理の職
責履行中に職権濫用、職務怠慢、情実不正があったものの犯罪を構成しない場合を規定す
る同法 109 条、同法の規定に違反し犯罪を構成する場合の刑事責任追及の同法 110 条を除
くと、いずれも旅行社、ガイドその他の旅遊経営に関与する者に限って課されるものであ
る。このように、旅遊経営者と契約関係にない自由行・自助遊の旅遊者にとっては、必ず
しも権利利益の保護を受ける点での実効性が確保されているわけではない 44）。
同法 13 条は、既述の通り旅遊者の文明旅遊について定めたものであり、基本的に旅遊経
営者との契約関係の有無を問わない義務を定めた条項である。また同法 14条及び 15 条 2
項も旅遊経営者との契約関係のない場合の義務を規定し、同法 16条の不法滞在に関しては
入境旅遊者と出境旅遊者の全てに関わるものであって、旅遊経営者との契約関係を前提と
するものではない。これらの点に鑑みると、同法の義務に関する条項から想定される旅遊
者の範囲は、旅遊経営者と契約関係にある者に限定されるわけではなく、自由行・自助遊
のツーリストも含むと解される。不法滞在が刑事責任に結びつく点はいうまでもないが、
同法 13条、14 条及び 15 条 2項については、他の法律で刑事責任に結びつかない場合、義
務を履行させるための実効性が確保されているとは言い難いので、これらはあくまでも法
律が道徳規範を明文化したものに他ならないといえよう。
以上、旅遊法の権利義務条項から旅遊者の範囲について推定を試みたが、前章での考察
結果とあわせて整理すると、同法が規定する旅遊者の概念に関わる次の特徴を指摘するこ
とができる。
①旅遊法の中には旅遊経営者の定義があるが、旅遊者の定義は設けられていないこと。
②旅遊者の範囲は、旅遊活動と旅遊者の権利義務条項の内容から解釈しなければならない
こと。③中国の境域内で遊覧、休暇、レジャー等の形式の旅遊活動を行う者は同法の適用
対象になるが、この旅遊活動の概念は必ずしも商用での旅行を排除するものではないこと
から、同法が規定する旅遊活動の範囲はきわめて広範になること。④中国境域外で旅遊活
動を行う者については当該旅遊活動が中国内で組織された場合に限って旅遊法の適用対象
となるので、境域内で包括旅遊契約を締結せずに出境した自由行・自助遊のツーリストは
旅遊法の適用対象にならないこと。⑤旅遊者の権利利益に関する条項から想定される境域
内の旅遊者は旅遊経営者と契約関係にある者に限定されず、自由行・自助遊のツーリスト
も含むと解されること。⑥宿泊登記をしない外国人旅行者については、合法的な旅遊活動
を行う者として認定されるか否か疑問であり、同法が規定する旅遊者の権利利益を享受し
えない可能性があること、⑦旅遊者の義務に関する条項の中に、社会秩序及び公共道徳の
遵守等と旅遊者の悪質なマナーの禁止や「旅遊文明行為規範」の遵守を規定する条項があ
るが、これらは旅遊経営者との契約関係の有無を問わず旅遊者全般に課されること。
総じて同法には、旅遊者と旅遊経営者との取引秩序の規範化に限らず、中国国内の社会
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秩序の安定化と環境資源の保護、さらにグローバルな観点からの人的交流の安定化を図る
条項が各所に盛り込まれている。旅遊者の概念を定義せず、広範な旅遊者を同法の対象と
する背景には、中国の過度な市場競争原理を規制すると同時に、旅遊者のマナー向上を図
るために、広範な人々に法の網をかける狙いがあるものと解される。
── むすびにかえて
2013 年 10 月 1日から施行された旅遊法は、旅行業者やその関係業者にとって厳しい条
項が多数設けられたことから、中国人ツアー客を受け入れる関係国の旅行業界全体に大き
な衝撃を与える結果となった。旅遊者に関する事項については、独立の章においてその権
利利益の擁護を図る条項が数多く設けられている。しかしながら、旅遊法を全体的に考察
すると、同法は旅遊経営者と境域内で包括旅遊契約を締結せずに出境した自由行・自助遊
のツーリストの権利利益の保護に対して実効性を確保しておらず、むしろ旅遊者と旅遊経
営者の権利利益と義務を明確にして、旅遊の取引関係の安定化を図るとともに、旅遊者を
道徳的に啓蒙することで社会的秩序を保つ点に本質的な狙いがあるものと解される。それ
ゆえ、実効性を確保することが容易でない道徳的な規範が盛り込まれ、旅遊者の範囲も限
定されず広狭に解釈することが可能であり、その結果、当該法律の性質は、民事取引法や
行政法の範疇を逸脱して文化的教化の規範たる色彩を強く帯びたものとなっている。
このような特質を帯びた法律が登場する背景には、市場経済体制への移行によって生じ
た様々な社会問題につき、中国政府がツーリズムの分野において秩序の回復を図ろうとす
る強い姿勢がうかがえる。少なくとも消費者の保護の観点からすると、同法の制定はある
程度の立法面での進展といえるかもしれない。しかしながら、旅遊経営者と契約関係にな
い自由行・自助遊のツーリストの権利利益の実効性は十分に確保されるものではない。と
りわけ宿泊登記が課される外国人にとっては、公安機関とのつながりを持たない形で宿泊
すること自体が合法的な枠組みから逸脱する。2014 年 11 月 1日に施行された「中華人民
共和国反間諜法」は、スパイの認定を拡大解釈しうる条項（同法 38条 1項 5号）を設けて
おり、根本的に中国で個人の自由行・自助遊を楽しむ権利が認められているとはいえない。
結局のところ、旅遊法の本質は中国領域内で自由なツーリズムの推進につながるものでは
なく、むしろ旅遊者の権利利益の保護を大義に商業道徳を逸脱した経済活動を規制するこ
とで取引秩序の安定をはかり、旅遊者の道徳的啓蒙によって国内的に社会秩序の安定を保
ち、中国人旅遊者のマナー向上によって世界の国や地域からの批判を回避する機能にある
と解される。
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《注》
１）本稿で中国とは、香港、マカオ、台湾を除いた部分を総称する。
２）松村嘉久「観光大国への道のり」佐々木信彰監修、辻美代・許海珠・金澤孝彰編『中国の改革開放
30 年の明暗──とける国境、ゆらぐ国内』世界思想社、2009 年、33 頁。
３）中国では「游」、台湾では「」と表記するが、いずれも本文中では日本の常用漢字の「遊」を使用
する。
４）中国旅行遊覧事業管理局の創設は、1964 年 6 月 5 日に周恩来（国務院総理）によって出された「国
務院提 全国人民代表大会常务委員会批准設立中国旅行遊覽事業管理局的議案」に基づく。なお、
同局の名称は、1982 年 8 月 23 日の「全国人民代表大会常務委員会関於批准国務院直属機構改革実
施方案的決議」によって中華人民共和国国家旅遊局に変更された。
５）「中国共産党中央辦公庁、国務院辦公庁関於印発《中央党政機関金融類企業脱鉤的総体処理意見和具
体実施方案》和《中央党政機関非金融類企業脱鉤的総体処理意見和具体実施方案》的通知」に基づ
く。
６）日本では 1930 年に勅令 83 号国際観光局官制によって鉄道省に国際観光局が創設されている。関連
事項については、寺前秀一「地域観光政策に関する考察」『地域政策研究第 11 巻第 1号』（2008 年 7
月、21 頁～22 頁）を参照。
７）日本の「観光立国推進基本法」「旅行業法」に相当する法令は、韓国では「관광기본법（觀光基本
法）」と「관광진흥법（觀光振興法）」、台湾では「發展觀光條例」と「旅行業管理規則」である。ま
た、日本の「観光庁」に相当する行政機関の名称は、韓国で「문화체육관광부（文化體育觀光部）」、
台湾で「交通部觀光局」という。
８）香港でツーリズムを主管する行政機関は「商務及經濟發展局工商及旅科旅事務署」、マカオでは
社會文化司旅局」という。
９）中国旅游大事記編輯部編『中国旅游大事記』中国旅游出版社、1995 年、1 頁。
10）日本の「観光学」「観光地」は、中国で「旅游学」「（旅游）景区」という。
11）李冠瑶・劉海鴻『旅游学教程』北京大学出版社、2005 年、7頁。
12）ただし、中国の文献の中には、日本の「観光基本法」（昭和 38 年 6 月 20 日法律第 107 号）の訳語と
して「旅遊基本法」と表記する特殊な例もある。雲南省旅游局編『旅游政策與法規』雲南大学出版
社、2006 年、42 頁。
13）李冠瑶・劉海鴻、前掲書注 11。
14）『現代漢語詞典』は、中国のシンクタンクといえる「中国社会科学院」の語言研究所詞典（辞典）編
集室が編纂し、老舗の大手出版社である「商務印書館」が発行する中国で最も普及している辞書。
15）旅游法適用問答讀本編写組編写『旅游法適用問答讀本』法律出版社、2013 年 6 月、3頁。
16）TSA: RMF2000 の"Tourism is defined as the activities of persons traveling to and staying in places outside their
usual environment for not more than one consecutive year for leisure, business and other purposes not related to
the exercise of an activity remunerated from within the place visited." 詳しくは、佐竹真一「ツーリズムと
観光の定義──その語源的考察、および、初期の使用例から得られる教訓」『大阪観光大学紀要第 10
号』（2010 年 3 月、91 頁～92 頁）、上田卓爾「明治期を主とした『海外観光旅行』について」『名古
屋外国語大学現代国際学部紀要第 6号』（2010 年 3 月、42 頁～43 頁）を参照。
17）全国人民代表大会常務委員会法制工作委員会編、李飛・邵琪偉主編『中華人民共和国旅游法釈義』
法律出版社、2013 年 8 月、6頁。なお、「世界旅遊組織」とは UNWTOを指す。
18）例えば、鞏穎「"旅游"等於"旅行游覧"嗎」『中学語文 2003 年 14 期（7 月下半期）』（2003 年 7 月、37
頁）を参照。
19）岡村志嘉子「中華人民共和国旅行法」国立国会図書館調査及び立法考査局編『外国の立法 No.257』、
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2013 年 9 月、114 頁～132 頁。森・濱田松本法律事務所弁護士:射手矢好雄編集代表『中国経済六法』
日本国際貿易促進協会、2014 年 1 月、2575 頁～2587 頁。
20）一般社団法人日本旅行業協会のサイト（会員・旅行業のみなさまへ：TOPICS 2013 年 10 月 1 日：中
国の「旅遊法」の施行について）「2. JATA和訳の中国「旅遊法」（参考）http://www.jata-net.or.jp/mem
ber/topics/2013/pdf/china_translation.pdf」
21）楊富斌・蘇号朋主編『中華人民共和国旅游法釈義』中国法制出版社、2013 年 6 月、15 頁。
22）グローバルに使用されるツーリズム（Tourism）に相当する用語が日本語の中に見当たらない点は、
学術的な観点から問題である。なお、佐竹（前掲注 16）は、tourismと「観光」の比較・対照を行っ
ており、上田卓爾「日本における『観光』の用例について」『名古屋外国語大学現代国際学部紀要』
2007 年では、「観光」の語源と用例の現状と誤謬についての考察がある。
23）零負団費の問題に関しては、傳林放「論“零負団費”的法律治理」『旅游学刊第 25 巻第 9期』（2010
年 9 月、71 頁～76 頁）、朱斌・王瑩「我国旅游業“零負団費”現象初探」『価格理論與実践 2013 年
第 3期総第 345 期』（2013 年 3 月、43 頁～44 頁）、史慧俊「旅游“零負団費”現象的成因及治理」
『内蒙古農業科技 2011 年第 1期』（2011 年 2 月、21 頁～23 頁）を参照。
24）１元を 19 円として換算すると 1万 7 千円余り。
25）１元を 19 円として換算すると 380 万円、ツアー客一人当たり 14 万 6 千円余り。
26）「従案例看《旅游法》帯来的変化」『工会博覧（下旬版）2013 年第 9期』2013 年 9 月、6頁。
27）楊富斌・蘇号朋、前掲書注 21、12 頁。
28）中国から多くのツーリストを受け入れている韓国では、旅遊法についての先行研究を確認できる。
例えば、백다미「중국 여유법 시행이 관광투자유치에 미치는 영향」『관광투자 뉴스레터 2 0 1 4 년 봄
호』（한국관광공사＜http://invest.visitkorea.or.kr/＞ 투자동향 전문가기고 250 등록일 2014 年 3 月 24
日）、최경은『중국 여유법 시행 이후 관광 동향 분석 및 정책과제』（한국문화관광연구원、2014 年 6
月）。また、香港の商務及經濟發展局工商及旅科旅事務署（Tourism Commission）は、2013 年 10
月 28 日付の討論資料の形で Legislative Council Panel on Economic Development：The Impact on the
Tourism Sector in Hong Kong of the Tourism Law of the People's Republic of China を公表している。
29）中国旅游出版社編『中華人民共和国旅游法：漢英対照』中国旅游出版社､2013 年。
30）原文では「境内」。
31）旅遊法 111 条 1 項 4 号は「組団社，是指與旅游者訂立包価旅游合同的旅行社」（団体を組織した会社
とは、旅遊者と包括旅遊契約を締結した旅行社をいう）と規定する。同法 28 条 1 項が「旅行社を設
立して旅遊者を募集し、組織し、受け入れし、旅遊サービスを提供する」ことに主管部門の許可と
工商登記を課している点を考え合わせると、同法 2条の「組織」の文言は旅遊者と包括旅遊契約を
締結することを意味するものと解される。
32）原文では「境外」。
33）楊富斌・蘇号朋、前掲書注 21、14 頁～15 頁。
34）同上、15 頁。
35）同上。
36）人間を中心とすること。
37）楊富斌・蘇号朋、前掲書注 21、7 頁。
38）全国人民代表大会常務委員会法制工作委員会、前掲書注 17、4 頁。
39）中国法制出版社編『中華人民共和国旅游法学習問答（含合同示範文本）』中国旅游出版社、2013 年 4
月、7頁～9頁。
40）旅遊者が有する自主的に選択する権利、実情を知る権利、厳格な履行を要求する権利、尊重を受け
る権利、援助保護を請求する権利、旅遊者の中の特殊な集団が有する便宜優先を得る権利。
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41）楊富斌・蘇号朋、前掲書注 21、7 頁～8頁。
42）全国人民代表大会常務委員会、前掲書注 17、30 頁。
43）1997 年 4 月 21 日に設立された中国共産党中央直属の機関。中国共産党中央宣伝部の上位機関とし
て、中国全土の宣伝工作を掌握する。
44）自助遊の問題に解して旅遊法の立法不足を指摘した論考として、高春艷・譚琳「“驢友”自助旅游的
法律困境及対策──以麗江市為例」『吉林省教育学院学報 2014 年第 7 期第 30 巻総 379 期』2014 年 7
月、140 頁～141 頁。
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